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Ⅰ はじめに 
 

・本県では、県内の JA 系スーパー等２０店舗（東部９店舗、中部７店舗、西

部４店舗）が令和５年度中に一斉閉店することとなり、中山間地域を中心に

住民の暮らしが脅かされる危機的状況となりました。 

・買物環境は地域における重要な社会生活基盤の一つであり、スーパーの閉店

は単に買物するだけでなく、交流機会の減少や地域の活力低下、高齢者の健

康面への影響や生活し続けることへの不安の増大など、地域の存続に関わ

る問題になっています。 

・県では、この問題に対し県庁内に部局の縦割りを排した「買物環境確保推進

課」を設置するとともに、県・市町・JA による対策協議会を開いてそれぞ

れの役割を明確化し、まずは現場に近い市町村が地元の実情を踏まえた店

舗ごとの「買物環境確保計画」を策定し、主体性を持って解決策に取り組み、

県は市町村の計画に沿った取組を財政面を含めて包括的かつ柔軟に支援す

る仕組を確立しました。 

・結果、県内各地で買物環境確保の動きが出始め、各市町村では県の支援制度

も活用しながら、地域住民や地元事業者による店舗承継、住民団体によるス

ーパー誘致や移動販売の充実などそれぞれの地域の実情を踏まえた様々な

買物環境確保対策が行われ、地域の特性に沿った形での買物環境の再生が

進んでいます。 

・県では県民の皆様がこれからも住み慣れた地域で安心して暮らし続けるこ

とができるよう、引き続き市町村と一緒になって買物環境の維持・確保に努

めるとともに、各地域での対策を参考としてご活用いただくことを目的と

して本県の買物環境確保に向けた取組をまとめました。 
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Ⅱ 買物環境確保に係る施策の類型 

買物環境確保の施策はタイプ別に次のように区分される。 

内容 手法 各地域の動き（Ⅳ） 

買物ができる場所
の提供 

店舗設置 １（１）関金ストア（倉吉市） 
１（２）ゆるりん館（湯梨浜町） 
１（３）エスマートわかさ店（若桜町） 
１（４）生活の窓口食味（三朝町） 
１（５）あいきょう（日野町） 
１（６）えんちゃん（江府町） 
１（７）なだて明るいノーソン（倉吉市） 
１（８）支え愛の店ながえ（米子市） 

移動販売 ２（１）さじ弐拾壱（鳥取市） 
２（２）フードセンター小嶋（若桜町） 
２（３）創美（岩美町） 
２（４）とくし丸（東部・中部地域） 

移動手段の提供 共助交通・公共交
通 

３（１）のりりん（智頭町） 
３（２）タクシー助成（北栄町） 
３（３）デマンドバス（大山町） 
３（４）予約型乗合タクシー（倉吉市） 

買物バス ３（５）買物バス運行（若桜町、八頭町） 

商品を届ける 買物代行 ４（１）買物代行サービス（倉吉市） 

オンライン注文 ４（２）オンライン発注システム実証事業
（八頭町、米子市） 

 

 

Ⅲ JA 系スーパーの一斉閉店に伴う本県の動き 

１ JA 系スーパーの一斉閉店 

令和５年２月、県東部でスーパーマーケットなどの店舗事業を展開するトスク（JA 鳥取

いなばの 100%子会社）が、本店を含めたスーパー全９店舗を閉店する方針であることがマ

スコミ各社で報じられた。続けざまに JA 鳥取中央の A コープ等全７店舗も閉店することが

判明した。さらに、令和５年８月 30 日にはＪＡ鳥取西部が、上半期の経営状況を踏まえ A

コープ全４店舗を閉店することを決定した。このため、令和６年３月までに本県の JA 系ス

ーパー全２０店舗が閉店することとなり、本県の買物環境は全国でも類をみない危機的状

況となった。 
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２ 本県の取組 

（１）買物環境確保推進課の設置 

このトスク・A コープの一斉閉店は、地域に根差した店舗も多

く、若桜町や旧名和町地区のようにスーパーが１店舗しかない

地域もあるなど、住み慣れた地域での暮らしを揺るがす県域に

及ぶ危機的事態であることから、本県では、部局の縦割りを排

し、機動的に地元・ＪＡ・事業者等と連携して政策を推進する

ため、新たな組織を設置（R5.4.24 設置）し、県内の買物環境の

維持・確保の施策を進めることとした。 

課 名：買物環境確保推進課 

構 成：職員１２人で構成（専任４人＋兼務８人（商工労働部、農林水産部等）） 

（２）関係者による役割分担と今後の進め方の決定 

令和５年５月１日に「市町・JA・県による買物環境確保に係る対策協議会」（出席者：

県、関係市町、JA）を開催し、関係者各々の役割分担を明確にし、緊密に連携しながら、

今後の対応を進めることを確認するとともに、今後の進め方として、現場に近い市町村が

地元のニーズをキャッチし、実情を踏まえた店舗ごとの「買物環境確保計画」を策定し、

県は市町村の計画に沿った事業を財政面含めて支援する方針を確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（出典）市町・JA・県による買物環境確保に係る対策協議会（R5.5.1）会議資料 
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（３）買物環境確保推進交付金の創設 

県は、令和５年６月補正予算で買物環境確保推進交付金を創設し、市町村が買物環境確

保計画に基づいて主体的に行う事業について、包括的、弾力的に支援を行うこととした。 

（６月補正予算１億円に、１１月補正予算で１億円予算を増額し、令和５年度は２億円の

予算で取組を支援。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）東中西部の店舗承継等の状況（R6.3.15 時点） 

行政、JA、地域団体、小売事業者等の関係者が連携し、各地域の実情に合わせた店舗承

継等を進めている。 

１ トスク・A コープ関係店舗の状況 

項目 店舗（閉店日） 対応状況 

承継 若桜店（9/30） エスマートわかさ店として 11月 28 日オープン 

ちづ店（9/30） エスマートちづ店として 12 月 19 日オープン 

赤碕店（9/15） 東宝企業が東宝ストア赤碕店として 10 月 6 日オープ

ン 

生活センター竹田（9/29） 地域住民が「生活の窓口食味」として 10月 29 日オー

プン 

名和店(R6.1.15) エムマート（大山町）がエムマート名和店として 3 月

3 日オープン 

みぞくち店(R6.1.15) 丸合が近隣店舗を移転する形で承継し、４，５月開店

予定 
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項目 店舗（閉店日） 対応状況 

よどえ店（R6.1.22） （有）ナベシマエステート（米子市）が業務スーパー

として承継し４月に開店予定 

承継交渉中 用瀬店（9/30） 複数企業と交渉中 

丹比店（9/30） 複数企業と交渉中 

トピア店（R6.3/26） 承継先探しと店舗後利用を検討中 

大高店（R6.1.22） 複数企業と交渉中 

現時点で承

継予定無し 

河原店(7/31)、ふなおか店

(7/31)、フレッシュライフ

いわみ(9/30)、せきがね店

（9/26）、ポプラＪＡ山守

店（9/30）、ポプラＪＡ三徳

店（9/30） 

 

その他 倉吉市関金地区 関金地区振興協議会が蒜山の「みかもストア」を誘致

し、行政・地域住民・事業者が一体となった運営を行

う（R6.3.31 オープン予定）。店舗名は公募し「関金ス

トア」に決定。 

本店（9/30） R6.6 以降解体予定 

吉成店（9/30） エスマートに売却 

下北条店（9/29） オーエヌプランニング（琴浦町）が総合リサイクルシ

ョップ「ハッピージャム」として承継し、R6.夏頃まで

のオープンを目指す。 

 

（５）各市町・地域の主な買物環境確保対策（R6.3.15 時点） 

住民が将来にわたり住み慣れた地域で安心して暮らすことができるよう行政、地域団体、

JA、事業者など関係者が連携し、それぞれの実情に合わせた買物環境確保対策が進められ

てきた。 

【鳥取市】トスク用瀬店閉店に伴い、共助交通「いきいき社バス」及び「さじ未来号」が河原町

のスーパーまで運行延伸。既存移動販売業者による運行便数の増加。 

【岩美町】町営バスのルート変更等による「買物便」の増便。10 月 24 日より地元事業者（創美）

が、トスクが行っていた移動販売を引継ぎ。 

【若桜町】10 月 16 日より地元業者（フードセンター小嶋）が移動販売を開始。エスマートわか

さ店オープン後は奥部を中心にエリアを絞って継続実施。 

【智頭町】町内店舗への既存の AI乗合タクシー（のりりん）による買物利用。 

【八頭町】閉店店舗（ふなおか・丹比）近くで既存移動販売事業者が毎週土曜に販売。また、丹

比店閉店に伴い、65 歳以上の方を対象とした若桜鉄道定期券の購入助成事業を実施。 

 【倉吉市】関金地区振興協議会による買物バスツアー、買物代行サービスを実施。 

【北栄町】町内の他店舗への移動支援として、閉店店舗エリアの住民を対象に、町内一律 300 円

で乗車できるタクシーチケットを追加配布。 

【米子市】県内 IT 企業が中心となり、インターネットを活用したスーパー商品の宅配サービス

の実証を米子市内３地区（明道地域、県地域、尚徳地域）で実施（R6.2 末まで）。 

【大山町】既存町営デマンドバスの運賃見直し（一律 100 円）等の試験運行を実施予定（R6.4～

9 月） 

【江府町】地域交流拠点施設整備事業として、道の駅奥大山の向かい側に住宅整備事業と合わせ

交流施設等を整備。うち商業施設として町内の地元スーパー（えんちゃん）の新築移

転整備も行う。 
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Ⅳ 各地域の動き 

１ 地域スーパー 

＜地域・行政・事業者連携店舗＞ 

（１）関金ストア（倉吉市） 

概要 
 倉吉市がスーパーの開設場所（関金総合文化センター）の使用を許可し、関金地区振
興協議会が実施主体となって、「(有)みかもストアー」（岡山県真庭市でスーパーを経
営）に運営を委託するという地域連携によるスーパー運営を実現。（令和 6 年 3 月 31 日
オープン） 

経緯 
形 態：住民団体運営店舗 
閉 店 日：令和５年９月２６日（A コープせきがね店） 
承継状況：地区内の JA 系スーパーの承継はされなかったが、同地区内に新たに住民誘

致による「関金ストア」を設置。 

取組内容 

・A コープせきがね店、ポプラ山守店の閉店にあたり、地域の買物環境を確保するため、
関金地区振興協議会が中心となって検討を進め、関金総合文化センター内に関金地区
振興協議会が実施主体となり、地域スーパーを設置することとした。 

・地域スーパーの運営については、「(有)みかもストアー」を誘致し、運営委託するこ
とで、スーパー経営に精通した事業者による効率的な店舗運営を目指す。 

・関金総合文化センターへの地域スーパー設置について、倉吉市も店舗設置に伴う庁舎
の改修、店舗設置区画の使用料免除など、振興協議会の取組を支援し、地域・行政・
事業者が一体となった地域スーパーの開設を進めている。 

・関金地区振興協議会は、この他にも買物バスツアーや買物代行サービスに取り組むな
ど、地域の買物環境の確保に向けた積極的な取組を進めている。 

・地域に愛される店舗設置との思いから、新しい店名について地元から募集。90 件の応
募の中から令和 5 年 12 月 18 日に地区振興協議会、(有)みかもストアーで協議の上「関
金ストア」の名称を決定。 

☞ポイント 
・地域、行政、事業者が連携し、地域に根差したスーパーの運営を目指している。 

 

＜店舗設置のスキーム＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

倉吉市 
関金地区振興協議会 
・店舗改修、設備整備 

・買い支え、店舗利用促進 

(有)みかもス
トアー 
・店舗運営 

・行政財産使用（無償） 

・財政支援 

・店舗運営委託 

・施設・設備貸付（無償） 

関金地区振興協議会の開催 倉吉市長への要望活動 庁舎改修の様子 
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（２）ゆるりん館（湯梨浜町） 

概要 

 旧Ａコープ跡の施設を湯梨浜町がリフォームし、コミュニティスペース、カフェ、買

物（マルシェ）など、多世代、地域内外の方々の交流の場を整備。指定管理の形式で第

３セクターが店舗を運営。 

経緯 

形 態：公設民営店舗 

閉 店 日：平成２６年６月（A コープ東郷店） 

承継状況：「交流センターゆるりん館」として平成３０年１１月５日オープン。 

取組内容 

・湯梨浜町が、「生涯活躍のまち基本計画」（Ｈ２８策定）に基づき、地方創生事業とし

て、旧Ａコープ店舗（Ｈ２６年６月閉店。床面積 470.48 ㎡）をリニューアル。Ｈ３０

年１１月開設。 

・「湯梨浜まちづくり株式会社」（湯梨浜町（発起人）、㈱コミュニティネット（東京都

／発起人）、事業者、金融機関等により構成）を指定管理者に選定。 

・住民、移住者、来町者等の多世代地域交流を促進し、にぎわい創出を図る施設とする

ため、コミュニティスペース、相談室、カフェ、買物（スーパー）など併設。開設５年

目を迎え地域の拠点として定着。 

・（一社）SORTE（ソルテ：就労継続支援 A 型事業所）が運営する移動販売の拠点施設で

もある。 

☞ポイント 

・第３セクターによるスーパーの運営を実現。 
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（３）エスマートわかさ店（若桜町） 

概要 

 トスク若桜店の閉店が報じられた後、若桜町はいち早く公設民営方式による店舗存続

の方針を打ち出し、承継事業者の誘致に乗り出した。既存店舗の取得（土地・建物を所

有者から買収）や店舗改修、承継先事業者への設備整備の支援や開業支援を行うととも

に、地域商品券の発行による町民の購買意欲の醸成など、多角的に取組を進めた。 

経緯 

形 態：公設民営店舗 

閉 店 日：令和５年９月３０日（トスク若桜店） 

承継状況：エスマートわかさ店として令和５年１１月２８日開店 

取組内容 

・既存店舗の土地・建物は県外在住の地権者（若桜町からの転籍者）が所有しており、

町が精力的に交渉を行い、土地・建物を購入し承継する事業者へ有償貸し付け（トス

ク時の貸付額より大幅に減額）する公設民営方式を採用することで、スーパーの誘致

を実現した。 

・承継事業者が行う店舗改修、冷凍・冷蔵庫等の設備導入及び広告料等の開業準備等を

町が県の買物環境確保推進交付金を活用し、財政的に支援した。 

・地域の商店で利用可能な地域商品券（１万円/人）を発行することで、エスマートわか

さ店を含め地元での買物の機運醸成を行った。 

・トスク若桜店の閉店から承継事業者による店舗オープンまでの間、緊急的に町が買物

バスを運行し、空白期間の移動手段を確保した。 

・トスク若桜店閉店に伴い、トスクが行っていた移動販売が廃止されたが、町内の個人

商店（フードセンター小嶋）が移動販売事業を引き継ぎ、町内の奥地集落の買物環境

を補完した。 

☞ポイント 

・町内唯一のスーパーの閉店を受け、町が全面的に対策を講じたことで地元スーパーや

移動販売の存続を実現した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
トスク若桜店の閉店（9/30）後、 
買物バスの運行を開始(10/2～） 

フードセンター小嶋が移動販売を引継ぎ、 
営業を開始！（10/16） 

エスマートわかさ店オープン！（11/28） 
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＜地域住民、団体による店舗＞ 

（４）生活の窓口食味
しょくみ

（三朝町） 

概要 

 生活センター竹田（JA 系小売店）の閉店を受け、地域住民（個人）が店舗を承継し、

「生活の窓口食味」として１０月２９日にオープン。 

 ※承継者は隣の地区で食堂を経営。 

経緯 

形 態：住民運営店舗 

閉 店 日：令和５年９月２９日（生活センター竹田） 

承継状況：「生活の窓口食味」として令和５年１０月２９日開店 

取組内容 

・地区には車を持たない高齢者も多く、スーパーがなくなり、「買い物に困る」との地

域住民の切実な声に動かされ、承継者は「地区にあった小学校も閉校し、このままで

はどんどん寂れるだけ。地域を守りたい。」との思いから、閉店店舗の後継者になる

ことを決断。承継者の家族で店舗経営を切り盛りする。 

・当初、営業時間は午前 9 時から午後 3 時まで、土日・祝日は休業することとしていた

が、地域の要望を聞いて、営業日・時間を変更（月～土曜日の朝 9～午後 4 時）した。 

・「地域のみんなが困りごとを相談できる拠点にしたい。」と店舗内に交流スペースを

整備することも検討している。 

・竹田地域協議会が、当店舗を利用施設とする地域通貨を発行し、地域内での知名度向

上のため協議会の会報紙への掲載を行うなど、地域も一丸となって店舗運営をフォロ

ーしている。 

・店舗の土地・建物は、JA と賃貸借契約を締結。承継者が運営する食堂「食味」の弁当

等の販売も検討。 

☞ポイント 

・地域住民が閉店店舗の承継に乗り出し、地域協議会もこの運営をフォローしながら、

持続的な買物環境の確保に努める。 

   

明るくなった店内 
店内に飲食コーナーも設置 

令和 5 年 10 月 29 日 
オープン 

竹田地域協議会会報で広報 
（竹田通信（R5.12）抜粋） → 



10 
 

（５）あいきょう（日野町） 

概要 

 店舗承継をリレーしながら店舗を存続させ、地域の買物環境危機を乗り越えるととも

に、高齢者の見守りや暮らし支援に取り組む。 

経緯 

形 態：地域合同会社運営店舗 

閉 店 日：令和４年９月（あいきょう黒坂店） 

承継状況：合同会社ひまわりが承継し、店舗名は地域で親しまれている「あいきょう」

のままとした。 

取組内容 

・黒坂生活センター（JA 系スーパー）が平成１７年に閉店すると、町内別地区（根雨）

で「あいきょう根雨店」を経営していた地元会社が同店を「あいきょう黒坂店」とし

て承継するも令和４年９月に閉店。 

・「あいきょう黒坂店」の閉店により、地域の買物環境危機に直面したが、日野町が「あ

いきょう黒坂店」及び移動販売事業等を承継する事業者を公募し、応募のあった２者

のうち「合同会社ひまわり」を選定。 

・「合同会社ひまわり」は、翌月（R4.10）に店舗及び移動販売の事業を承継し、日野町

の受託事業「ささえ愛コンビニ・プロジェクト」を開始した。訪問頻度や時間、訪問

地域をなるべく変えず、従来提供していたサービスに加えて「高齢者暮らし支援業務

（電球交換、ご用聞き、買物代行など）」と多様な品揃えを加えたサービスを提供し

ている。（スーパーの名称は地域住民になじみのある「あいきょう」のままとしてい

る。） 

・合同会社ひまわりと日野町および鳥取県が「中山間集落見守り活動協定」を結び、町

内全域の移動販売に合わせ、見守りを行い、活動中に何らかの異常を発見した際には、

日野町に連絡を行うこととなっている。 

・移動販売事業は、日南町の一部も回るなど、中山間地域の買物環境の確保に貢献。 

・H２０年からは、早稲田大学の学生を中心とした学生グループ「つなぎや AiTai（あい

たい）」によるインターンシップを受け入れ、役場や各集落と一緒に協力し、町ぐる

みで学生たちと交流を行うなど、地域づくり活動にも積極的に取り組んだ。 

☞ポイント 

・地域店舗の他、移動販売事業も手掛け、地域の買物環境の

中核を担う。 
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（６）えんちゃん（江府町） 

概要 

 新しいまちづくりの一環として、地域スーパー「えんちゃん」を現在地（江尾地区）

から地域交流拠点施設を整備中の佐川地区（道の駅「奥大山」傍）へ移転し、立地条件

の改善（狭い町道沿い→アクセスし易い国道沿いへと移転）と専用駐車場の確保を図る

ことで、より多くの利用者を見込み、長期的に安定した経営を目指す。 

経緯 

形 態：公設民営店舗 

承継状況：既存店舗（江府町江尾）の交流拠点施設（江府町佐川）への移転 

取組内容 

・「えんちゃん」は、江府町江尾地区に店舗を構え、店舗経営から全集落に出向く移動

販売事業に取り組む町内唯一のスーパーで、町民にとって最も身近なスーパーである

とともに、移動販売事業に併せて江府町の高齢者見守り事業にも取り組んでいる。 

・また、同店は町内の保育所・義務教育学校の給食用食材の配送も担い、町として欠か

せない存在となっている。 

・既存店舗は創業から長年経過し、施設の老朽化が目立ち、専用駐車場も整備されてい

ないことから、町が整備した施設へ移転し、えんちゃんが運営することで、町内唯一

のスーパーの存続を図る。 

・移転元である江尾地区に対しては、移動販売車の巡回等により、引き続き買物環境を

提供する予定。 

・公共交通を主とした利用客についても継続して買物環境が維持されるよう支援を検討

中。 

☞ポイント 

・新しいまちづくりの一環で、交流拠点整備とともに地域スーパーの経営環境の改善を

図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現在の店舗（江府町江尾地区） 移動販売の状況 
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（７）なだて明るいノーソン（倉吉市） 

概要 

 平成２９年１月のＪＡ店舗閉店を受け、地域住民の支え合いによるマイクロスーパー

「なだて明るいノーソン」を開業。クラウドファンディングを活用し、店舗隣の空きス

ペースを地域内外の者が利用できる場として整備するなど、地域の交流拠点施設として

機能している。 

経緯 

形 態：住民団体運営店舗 

閉 店 日：平成２９年１月 

承継状況：一般社団法人なだてが「なだて明るいノーソン」を平成３０年３月に開業 

取組内容 

・一般社団法人なだては、①マイクロスーパー事業部（なだて明るいノーソンの運営）、

②竹林整備事業部（竹林整備、タケノコ販売）、③除雪・除雪機管理部（歩道除雪によ

る通学路確保など）の事業を展開。 

・店舗設立には補助金は活用せず、隣接する交流スペースの整備のため令和元年度に令

和新時代創造運動のチャレンジ型（クラウドファンディング）を利用し 126 万円の資

金を調達した。 

・商品調達は全日食チェーン※に加盟し、近隣のスーパーと遜色の無い価格帯での販売を

実現している。 

・保育園の給食食材供給や、地元企業が福利厚生として従業員へ配布するノーソンのみ

で利用可能な商品券の発行、市内飲食店への仕出し注文仲介、大山乳業農業協同組合

のクリスマスケーキ予約仲介など地域の協力（買い支え等）をもらいながら運営して

いる。 

・灘手地区の各集落（９集落）から社員を出してもらっており、謝金程度で店番をお願

いし、地域での支え愛で持続的な経営を実現している。 

 ※全日食チェーン：全国約 1000 店舗余りの加盟店による食品ボランタリーチェーン本部。地

域のミニスーパーや個人商店に商品を供給している。 

☞ポイント 

・支え愛による地域の協力と全日食チェーンによる商品調達により、地域スーパーの経

営を維持し、地域の買物環境を確保している。 

 

 

 

 

 

 

 

  クラウドファンディングで 
資金を集め整備した交流施設 

なだて明るいノーソン 
（H30.3 オープン） 
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（８）支え愛の店ながえ（米子市） 

概要 

地区から小売店が撤退し、買物弱者が増加した永江地区において、高齢者等が徒歩で

買物に行けるよう、食料品等を販売する「支え愛の店ながえ」を自治連合会がオープン

し、運営している。 

経緯 

形 態：住民団体運営店舗 

閉 店 日：平成１２年に団地内のスーパーが閉店 

平成２３年にスーパー撤退後開店した小型スーパーも閉店 

対応状況：「支え愛の店ながえ」を平成２９年６月１５日に移転オープン 

取組内容 

・永江団地は、1970 年代（昭和 40 年代）に開発された県内最大規模の住宅団地であり、

分譲の１戸建てや公営住宅が混在する地域である。1985 年(昭和 60 年）に人口のピー

ク（約 4,400 人）を迎えたが、団地の偏った年齢構成で一気に少子高齢化が進行し、

人口減少やライフスタイルの変化により、2000年には地域からスーパーがなくなった。 

・車を運転できない人が歩いて気軽に買物に行ける環境をつくるため、自治連合会が、

鳥取県地域「支え愛」体制づくり事業補助金を活用し空き店舗を改修、店舗兼交流施

設「支え愛の店ながえ」の営業を開始した。 

・地域の買物支援の取組をさらに発展させ、①健康づくり体操、認知症予防講座の開設、

②コミュニティ食堂の開設、③世代間交流イベントの開催など地域での生活を支える

取組を実施している。 

・「支え愛の店ながえ」の活動が拡大し、利用者が増えたことで施設が手狭となったた

め、日本財団の助成を受けて新たな拠点を整備し、移転オープンした（広さは 2.3 倍

に拡張）。移転後の利用者は約 2,000 人／月（うち 500 人は子ども）と移転前の約 1.5

倍に増加した。 

・公共交通だけだは対応しきれない地域内の移動を住民の共助による仕組みで対応する

ため、「永江ささえ愛カーシェアクラブ」を設立しコミュニティ・カーシェアリング

の本格運用を開始したり（R1.11.1～）、社会福祉法人こうほうえんとともに「一般社

団法人支え愛ネットながえ」を設立し、地域の新たな交流拠点（コミュニティセンタ

ーりん Rin）をオープンしたりするなど、地域づくり活動に精力的に取り組んでいる。 

☞ポイント 

・地域住民が中心となり、買物、交通、福祉などの多様な地域づくり活動を積極的に行

っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 コミュニティセンターりん Rin（R5.4.22 開所） 支え愛の店ながえ 
（R29.6.15 移転オープン） 
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２ 移動販売 

（１）さじ弐拾壱（鳥取市） 
・移動販売による買物支援(週２日（火・水）と見守り活動（週３日（月・木・金）、月

約 290 世帯））を実施 

・H24 に県の移動販売車等導入支援を活用して移動販売車を整備。H25.1 月から移動販売

を開始。 

・県の買物福祉サービス支援事業（買物支援と見守りを合わせた事業）を活用し事業を

継続している。 

・佐治町内の山林整備や農地維持、除雪、ゆうパックの集荷受付、切手販売も受託して

実施。 

・NPO 法人さじ未来が行う共助交通による買物利用と合わせて地域の買物環境を確保し

ている。 

＜会社概要＞ 
社  名  株式会社  さじ弐拾壱 
所 在 地  鳥取県鳥取市佐治町加瀬木 2519 番地 3 
創業・設立年月日  平成 7 年 1月 30 日 
資 本 金  3,000 万円 
代 表 者  茂上 正道 
従業員数  7 名 ( 令和 5 年 4月現在 ) 
主な事業内容  農作業受託・農林業受託・道路管理受託・山王谷キャンプ場、たんぽり荘・ 

ゆうパック集荷受付、切手取り扱い・買い物支援・佐治町 B&G 海洋センター・
どぶろくどんでん返し 

 

 
（２）フードセンター小嶋（若桜町） 

・トスク若桜店の閉店に伴い若桜町内のトスクの移動販売も終了となったことを受け、

町商工会を通じて承継の働き掛けを行い、それに応じて町内で個人商店を経営してい

たフードセンター小嶋が移動販売車両を譲り受け（町の支援を受けフードセンター小

嶋が JA から購入）、事業を承継。 

・町商工会が開業に向けた相談や準備等支援のサポートを実施。 

・販売エリアはトスクの路線を引継ぎ、１０月１６日から運行開始。 
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（３）創美（岩美町） 
・「フレッシュライフいわみ」（JA 系スーパー）の閉店に伴い、JA が実施する移動販売

業務の受託事業者がなくなったことを受け、町内で建設業等を営む（株）創美が従来

と変わらない方式で受託業務を承継し、10月 24日から移動販売車の運行を再開した。 

・移動販売車は毎週月曜日から土曜日までの６日間、町内各地を回る。 

 

 

（４）とくし丸（東部・中部地域） 
・本県東中部地域を中心にとくし丸が移動販売を展開中。 

・八頭町のトスクふなおか店及び丹比店の閉店にあたり、ふなおか店では近隣の町有地

で、丹比店では八頭町役場八東支所の駐車場で、毎週土曜日にとくし丸が移動販売を

出店し、店舗周辺の買物困難者への買物環境を確保した。 

・鳥取県東・中部地域で甚大な被害をもたらした令和５年８月台風７号災害の際に、と

くし丸の移動販売車両が緊急的に販売ルートを拡大し、避難所となった公民館へ出張

販売し、避難者へ買物の機会を提供した。 

・とくし丸の移動販売は、本県内で１１台※が運行中。（エスマート関係 9 台、天満屋ス

トア関係 2 台） 

※とくし丸ホームページでの令和５年２月１４日更新の発表値 

 ＜とくし丸の仕組み＞ 

  （株）とくし丸と地元スーパーが提携し、移動販売車両で販売する個人事業主（販

売パートナー）を募集し、「販売代行」を行うもの。 
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３ 移動支援 

（１）のりりん（智頭町） 
・トスクちづ店が閉店したが、地域住民の買物環境は、AI 乗合タクシー「のりりん」の

買物利用により対応。 

・町内には、承継された店舗以外にも、スーパーやドラッグストアなど食料品や日用品

の小売店舗が複数あり、各店舗が乗合タクシーの乗降ポイントに指定されており、車

を持たない町民も容易に小売り店舗へ移動することが可能。 

＜「のりりん」について＞ 

・持続可能な交通体系の構築を目指し、町民バス「すぎっ子バス」を廃止し、地域住民

参加型の「共助交通」を導入。 

・共助交通の運行を効率的に行い、地域の住民が日常的に利用できる利便性の高い交通

基盤とするため、「のりりん」では乗合せでの運行を行うとともに、運行管理システ

ムに AI を用いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（R6.3.15 現在 

 智頭町ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞより） 
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（２）タクシー助成（北栄町） 
・旧北条町唯一のスーパーであるＡコープ下北条店の閉店に伴い、近隣のスーパー等へ

の移動困難者の対応として、従前より行っているタクシー利用券による利用料助成券

（町内限定 300 円定額チケット）の追加交付を行うことで、買物環境の確保対策を講

じた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（３）デマンドバス（大山町） 

・従前からデマンドバスの見直しを検討していたが、旧名和町内唯一のスーパーである

Ａコープ名和店の閉店を契機に、令和６年４月から６か月間の試験運行で、運賃を一

律１００円（現行５００円～１５００円）に値下げし、乗降場所も利用者宅近くの車

両乗り入れ可能場所とする。これにより小売店舗への移動手段の拡充につなげていく。 

・既存の予約制デマンドバスは、運賃や利便性が課題となっており、試験運行による運

賃値下げによる利用状況を検証し、今後の運賃改定や利便性の向上策を検討していく。 

※旧 A コープ名和店（大山町）については、地元のスーパー「エムマート」が承継し、

３月３日にオープン。 
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（４）予約型乗合タクシー（倉吉市） 

・関金地区唯一のスーパーであったＡコープせきがね店が閉店し、地域の買物環境の維

持が課題となる中、路線バスも利用者数の低迷や行政負担の増加が深刻化している。

こうした地域課題を解決するため、エネルギーと公共交通を基軸とした持続可能で暮

らしやすい地域を目指し、乗合タクシーの運行や買物支援の仕組みの検討を令和５年

度から実施している。 

・地域に公共交通サービスを提供する交通事業者の他、地域内の再生可能エネルギー活

用に取り組む電力会社、住民組織、地域に根差した交流施設・拠点等と連携・協働し、

①外出を促進する予約型乗合タクシーの実証運行、②行政施設を活用した買物拠点整

備との連携、③乗合タクシーを活用した高齢者等への買物支援、④高齢者等への IT 利

活用の推進と支援、⑤再生可能エネルギーを活用した持続可能な仕組みの検討を行う。 
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（５）買物バス運行（若桜町、八頭町） 
・トスク若桜店の閉店に伴い、若桜町では、店舗承継までの空白期間の対応として、店

舗閉店後に速やかに町営の買物バスを運行し、移動困難者への対策を講じた。 

・若桜町の買物バスでは、町外店舗（エスマートつのい店）へ週２、３回送迎し、多い

時は定員ぎりぎりの２６名、少ない時で３名、平均して１３～１４名の利用状況であ

った。店舗が承継されたため、エスマートわかさ店のオープン（１１／２８）に合わ

せ、１１月２７日をもってバスの運行を終了した。 

・トスクふなおか店及び丹比店の２店舗が閉店した八頭町でも、各店舗を発着として最

寄り店舗（同町内のスーパー）へ週１～２回買物送迎バス運行していたが、船岡は、

町営バスの乗り継ぎを改善したため終了、丹比はエスマートわかさ店のオープンに伴

い、１月１１日で終了。現在は、65 歳以上の方を対象とした若桜鉄道定期券の購入助

成事業を実施し、公共交通機関での買物移動へシフト。 
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４ その他 

（１）買物代行サービス（倉吉市） 
・A コープせきがね店閉店に伴い、地域の振興協議会による買物バスツアー、買物代行な

どを実施。 

「買物ツアー」：倉吉市関金庁舎又は最寄りのバス停から、JA 旬鮮プラザ満菜館（農産

物直売所）、東宝ストア西倉吉店などを回るルートを運行（７月下旬～） 

「買物代行」：買物代行サポーターを地域で募り、地元のローソン関金温泉店で代行購

入（８月下旬～） 
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（２）オンライン発注システム実証事業（八頭町、米子市） 

・八頭町では、県内 IT 事業者（（株）アクシス）が開発したオンライン発注システム「地

域密着型基盤システム Bird（バード）」の中山間地域での導入に向け、実証試験を令

和５年１１月上旬から開始。宅配サービスを展開するアクシスと町が連携し、インタ

ーネットによる注文で食品や日用品を配達する。町内の福祉施設４か所にパソコン端

末を置き、週１回注文を受け付ける。アクシスの支援員がパソコン操作や注文をサポ

ートし、週２回配送。また、配送先が船岡地域であれば、町民誰もが注文できる仕組

みを構築。 

・米子市では、地域共創型生活プラットフォーム協議会が実施主体となり、令和５年１

２月上旬からインターネットを通じて注文した商品を公民館や自宅に配送する実証実

験を開始。実証は、八頭町と同じく（株）アクシスが手がける地域密着型生活プラッ

トフォーム Bird（バード）を利用。米子市内３地区（明道地区、県地区、尚徳地区）

で２月末まで実施。 

（地域共創型生活プラットフォーム協議会の構成員） 

（株）アクシス【IT事業者】、（株）丸合【地元スーパー】、いないホールディングス（株）【ホ

ームセンター】、（株）サンマート【地元スーパー】、（有）徳吉薬局【薬局】、（株）さんび

る【ビルメンテナンス】、（株）みずほ銀行【銀行】、米子市【行政】 

 

≪バードの実証実験における注文・配送の流れ≫ 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事業説明会の様子（八頭町） 実証事業の様子（八頭町） 
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（３）給食食材の受入体制整備（琴浦町） 

・琴浦町内のＡコープ赤碕店、トピア店は、小中学校、保育施設、介護施設などの給食

食材の当日の早朝配送を行っており、店舗の閉店に伴い、給食食材の配送への対応が

必要となった。 

＜A コープ赤碕店＞ 

店舗は県内のスーパー事業者（東宝企業（株））に承継されたが、当日の早朝配送の

業務引継は困難であったことから、給食食材の配送を依頼する施設側（こども園）が冷

凍冷蔵庫等の拡張を行い、前日からの食材の受け入れ体制を整え、東宝ストア赤碕店か

らの調達を実現した。 

また、給食食材の配送を受けていた船上山少年自然の家（県の教育研修施設）は、

店舗からの距離が遠く、運送の担い手が課題となったが、地域の運送会社の協力を経

て、食材の調達を実現することができた。 

＜A コープトピア店＞ 
店舗の閉店（R6.3.26 閉店予定）に当たって、給食食材を発注する施設側（保育園・

学校給食センター）が冷凍冷蔵庫等の拡張を行い、前日からの食材の受け入れ体制を整

える予定である。 

また、町立小中学校では、給食食材の地産地消を進めるため、鳥取中央農協の組合

員で組織する琴浦町学校給食野菜会から農産物の調達を行っているが、給食センター

からの受注対応や、過不足等の最終調整、配送業務のほか、商品代金の出納事務など、

一連の業務をトピア店が担っていたため、店舗閉店により当該業務の担い手が必要と

なった。 

このため鳥取中央農協では、学校給食野菜会、トピア店、直売所等により店舗閉店

後の対応について検討し、同農協の直売所（あぐりポート琴浦）が業務を引き継ぐこと

が決定した。 

 

・JA 系スーパーの閉店によって生じた給食食材の課題に対し、行政、地元企業、利用施

設など、地域の関係者がそれぞれ協力し合うことで、課題の解決を図るとともに、地

域による地元スーパーの買い支えを進めることができた。 

 

 

 


